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本資料において、各法令等は、以下のとおり読み替えをお願いします。 

運営基準

・ 指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（厚生労働省

令第三十四号）

・ 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成十一年厚生省令第

三十八号）

解釈通知

・ 指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準につ

いて（平成 18 年３月 31 日老計発第 0331004 号老振発第 0331004 号老老発第

0331017 号）

・ 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について（平成 11 年７

月 29 日老企第 22 号）

算定要件

・ 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成十八年厚生

労働省告示第百二十六号）

・ 指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成十二年厚生省告示

第二十号）

大臣基準 厚生労働大臣が定める基準（平成二十七年厚生労働省告示第九十五号）

大臣設備基準 厚生労働大臣が定める施設基準（平成二十七年厚生労働省告示第九十六号）

留意事項

・ 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着

型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の

留意事項について（平成 18 年３月 31 日老計発第 0331005 号、老振発第 0331005
号、老老発第 0331018 号）

・ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居

宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用

の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12 年３月

１日老企第 36 号）


